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表 2.2.1自然電位法による腐食評価に関する ASTMの規準 9) 
測定された電位の範囲 コンクリート中の鉄筋腐食の可能性 
-200mV ＜ E 90%以上の確率で腐食なし 
-350mV ＜ E ≦ -200mV 不確定 
E ≦ -350mV 90%以上の確率で腐食あり 


































   Ｍ → Ｍｎ１＋  ＋ ｎ1ｅ                          (2.2.1) 








 一方、式(2.2.1)の逆反応については、カソード電流 icは次式のように与えられる。 
   ｉc,1 = ｉ0,1exp｛-(1-α1)n1F(E-E0,1)/RT｝                  (2.2.3) 
 したがって、反応速度ｉｅｘ，１は、式(2.2.2)と式(2.2.3)の電流の向きが逆であることを考慮して
次式で表される。 
   ｉex,1 ＝ ｉa,1-ｉc,1 
      ＝ ｉ0.1［exp｛α1n1F(E-E0,1)/RT｝-exp｛-(1-α1)n1F(E-E0,1)/RT｝   (2.2.4) 
 







   ２Ｈ＋ ＋ ２ｅ → Ｈ２        （酸性溶液）          (2.2.5) 
   Ｏ２ ＋ ２Ｈ２Ｏ ＋４ｅ → ４ＯＨ－  （中性、アルカリ性溶液）    (2.2.6) 
 カソード還元反応は酸化体をＯx、還元体をＲedとして便宜上次式のように表される。 
   Ｏx ＋ ｎ２ｅ → Ｒed                         (2.2.7) 
 この反応による電流－電位関係も式(2.2.4)と同様に次式のように表される（図 2.2.1 参照）。
式中では式(2.2.4)と区別するため添字２を付けた。  
   iex,2 = i0,2［exp｛α2n2F(E-E0,2)/RT｝-exp｛-(1-α2)n2F(E-E0,2)/RT｝］     (2.2.8) 
 －7－
 腐食の生じている試料に外部より電流 iex を流すと、式(2.2.4)と式(2.2.8)の両反応が影響を受
けるために、iexは次式で表される。 
   iex = iex,1 + iex,2                           (2.2.9) 
 電極は巨視的には同一の電位でなければならない。また、通常の腐食反応では E0,1と E0,2の
値が大きく異なるため、それぞれの逆反応（式(2.2.4)の第２項、式(2.2.8)の第１項）を無視する
ことができる。したがって、式(2.2.9)は次式のようになる。 
   iex = i0,1exp｛α1n1F(E-E0,1)/RT｝-i0,2exp｛-(1-α2)n2F(E-E0,2)/RT｝      (2.2.10) 
 E=Ecorr（腐食電位）では、外部に電流は流れない（iex=0）が、 
   i0,1exp｛α1n1F(Ecorr-E0,1)/RT｝= i0,2exp｛-(1-α2)n2F(Ecorr-E0,2)/RT｝  = icorr     (2.2.11) 
の速度でアノード、カソード反応が生じている。すなわち、腐食速度 icorrで金属が腐食してい
ることになる。式(2.2.11)を式(2.2.10)に代入すれば、次式が得られる（図 2.2.1参照）。 
   iex = icorr［exp｛α1n1F(E-Ecorr)/RT｝-exp｛-(1-α2)n2F(E-Ecorr)/RT｝］ 
      = icorr［exp｛α1n1φη｝-exp｛-(1-α2)n2φη｝］           (2.2.12) 
    ここに、φ=F/RT，η=E-Ecorr 
 いま、腐食電位にある系に外部からΔηを与えたとき、Δｉの電流が流れたとすると、式(2.2.12)
より電流と電位の関係は次式で表される。 
   Δi = icorr［exp｛α1n1φΔη｝-exp｛-(1-α2)n2φΔη｝］          (2.2.13) 
 指数項をη=0のまわりに Taylor展開し、２次以上の項を無視すると次式となる。 
   Δi ＝ icorr｛α1n1+(1-α2)n2｝φΔη                      (2.2.14) 
 変形して、次式を得る。 




   icorr = 1/｛α1n1+(1-α2)n2｝φ×1/Rp 
      = K/Rp                            (2.2.16) 
     ここに、 icorr ：腐食電流（A／cm２） 
          K  ：換算係数（V） 
          Rp  ：分極抵抗（Ω・cm２） 
 Kは換算係数であり、通常は実験により求められる。すなわち、分極抵抗の逆数に換算係数
Kを乗じた値が腐食電流であり腐食速度を表している。コンクリート中の鉄筋の K値について







   icorr/Fa = V/（M/2）                        （2.2.17)  
     ここに、 Fa：ファラデー定数（96500クーロン） 
          M ：Ｆeの原子量（55.8） 
          V ：腐食速度（g／cm２ sec） 
 

















   Ｉ ＝ ｄｑ／ｄｔ                           (2.2.19) 
 式(2.2.18)、式(2.2.19)より、 
   Ｉ ＝ ｄｑ／ｄｔ ＝ Ｃ ｄＶ／ｄｔ                                 (2.2.20) 
となり、積分形は、次式で与えられる。 
   Ｖ ＝ 1/C ∫ Ｉdt                          (2.2.21) 
 コンデンサーC に交流電圧 V＝V０sinωt（V０は振幅、ωは角周波数ω＝2πf）を加えたとき
の電流 IＣは、次式で表される。 
 －9－
   Ｖ0sinωt = 1/C ∫ ICdt                        (2.2.22) 
両辺を微分して、 
   ωＶ0cosωt = 1/C∫ IC 
   IC = ωCV0cosωt = ωCV0sin(ωt+π/2)               (2.2.23) 
 これは、C を流れる電流は、電圧よりπ/2 位相が進み、C の周波数ω/2πの交流に対するイ
ンピーダンスは 1/ωCであることを示している。インピーダンスを複素平面上でベクトルとし
て表示する複素インピーダンスで表すと、コンデンサーCのインピーダンスは、 









   Z = Rsol + 1/(1/Rp+jωC) = Rsol + Rp/(1+jωCRp)         (2.2.25) 
 Zを実数部と虚数部に分けると、次式のようになる。 
   Z = ZRe + jZIm 
    ZRe = Rsol + Rp/(1+ω2C2Rp2) 
    ZIm = ωCRp2/(1+ω2C2Rp2)                     (2.2.26) 
 ωを変化させたときの合成インピーダンスの軌跡は、式(2.2.26)からωを消去することにより
得られる。 
    (ZRe - Rsol - Rp/2)2 + ZIm = (Rp/2)2                 (2.2.27) 

































































表 2.3.1 森永の材料要因の影響評価実験の要因 









かぶり(mm) 9mm筋：4，6，9，12，16，22，29，37 25mm筋：5，8，13，20，27，37 
       ※（）内は、コンクリートに対する Cl－の濃度（kg/m3） 
 
表 2.3.2 森永の環境要因の影響評価実験の要因 












  ( ) ( )( )22211 /95.67/97.4460.751.0 CWNCWNCdq ⋅⋅+⋅+⋅−−=              (2.3.1） 
 ここに、ｑ１１：温度 15℃，湿度 69%，酸素濃度 20%における腐食速度（×10－４g/cm2/year） 
     ｄ：鉄筋径（mm） 
     Ｃ：かぶり（mm） 
     N：練混ぜ水に対する NaClとしての塩分濃度（%） 





 NTOTHTNOHTq ⋅⋅+⋅⋅+⋅⋅+⋅−⋅−⋅−⋅−= 01.051.014.099.087.2289.605.059.212   
NONHOH ⋅⋅+⋅⋅+⋅⋅+ 32.736.381.60                     （2.3.2） 
 ここに、ｑ１２：ペーストコーティング鉄筋の腐食速度（×10－４g/cm2/year） 
 －13－
     Ｔ：温度（℃） 
     Ｈ：湿度に関する項［H=（RH-45）/100］ 
     RH：相対湿度(%) 
     Ｏ：酸素濃度（%/100） 







qqq ×=                               （2.3.3） 
 ここに、ｑ１：腐食速度（×10－４g/cm2/year） 
     ｑ１２’：温度 15℃，湿度 69%，酸素濃度 20%におけるペーストコーティング鉄筋の
腐食速度（＝0.56528＋1.4304・N ×10－４g/cm2/year） 
 








 実験要因は、表 2.3.3に示すように、塩化物量（細骨材に対する NaCl質量%、0～1.0%）、水
セメント比（50～65%）、かぶり（15～40mm）である。 
 
表 2.3.3 桝田らの実験の要因 















  ( )52.1/023.089.212 −⋅+⋅= CWNaClCq                                     (2.3.4) 
ここに、ｑ２：腐食速度（%/year）（質量減少率） 
     NaCl：塩化物量（%）（NaCl/細骨材換算） 
     W/C：水セメント比（%） 




























⋅⋅⋅= κ  
    C/A=α・exp（－β×T）                                               （2.3.5) 
  ここに、Fr：腐食速度 
      kA：電流密度を錆生成速度に変換する電気化学当量（=5.55×10-4g/クーロン） 
      kC：電流密度を酸素消費速度に変換する電気化学当量（=8.29×10-5g/クーロン） 
      C/A：カソードとアノードの面積比 
      κ：水中に溶ける酸素の割合を示す係数（=0.03×S/100，Sは飽和度） 
      D0：気体状態の酸素の拡散係数（m2/sec） 
      C0（Ｌ，ｔ）：鉄筋位置での浸透開始からの時間ｔにおける酸素の濃度 
      Ｌ：かぶり 
      α，β：アノードとカソードの面積の時間的な変化を表すパラメータ 
      Ｔ：経過時間（年） 
 －15－
 







⋅−=                                                （2.3.6) 
























    Cl−  
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( )0.78 7.70 0.503 / 40.65 10V Cl W Cc −= ⋅ + ⋅ −⋅                                    （2.2.8） 
 
 ここに、 5V 　：腐食速度(mg/cm
2/year) 
     Cl−　：塩化物イオン濃度(kg/m3)（コンクリートに対する濃度） 
     CW / ：水セメント比(％) 































表 2.3.4 各腐食速度評価方法のパラメータおよび実験条件の一覧 
項 目 森永の方法 舛田らの方法 関らの方法＊１ 鳥取の方法 
塩分濃度（Cl-kg/m3) 0.1～3.4 0～5.0 － 1.1～3.4 
水セメント比(%) 40～70 50～65 △ 55～70 
かぶり(cm) 0.4～3.7 1.5～4.0 ○ 1.0～3.7 
鉄筋径(mm) 9～25（丸鋼） －（Φ13丸鋼） － － 
酸素の拡散係数 － － ○ － 
コンクリートの含水率 
(飽和度) － － △ － 
温度（℃） 20～40 －（屋外暴露） － － 
湿度（R.H.%） 0～100 －（屋外暴露） － － 
酸素濃度(%) 0～20 －（20） ○ － 
アノードとカソードの 















 図 2.4.1 に示すように、セメントペーストあるいはモルタルの薄い板である試験体を拡散セ
ルにセットし、高濃度の溶液Ⅰ側からⅡ側の低濃度の溶液への塩化物イオンの透過量を経時的
に測定することにより供試体の塩化物イオンの拡散係数を求める 51)。 
図 2.4.1 拡散セル方式拡散試験方法の概念図 
 

















































養生: 20℃飽和 Ca(OH)2溶液 
   27日間 
Ⅰ側:1/2Ｎ NaCl溶液+ 




































   27日間 
Ⅰ側:1/2N NaCl溶液+ 
   1/2N KCl溶液+ 















   60日間 
Ⅰ側:1N NaCl溶液+ 
































5.5×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.50 (飛沫帯,３年間暴露) 
30×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.60 (飛沫帯,３年間暴露) 







7.5×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.56 (干満帯,３年間暴露) 
9.5×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.37 (海中,３年間暴露) 
武若ら 
(52) 












































25.1×10-8 50 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.50 (3%NaCl溶液,20日間) 
42.7×10-8 50 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.60 (3%NaCl溶液,20日間) 
大城ら 
(79) 



















7.8×10-8 20 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.45 (3%NaCl溶液,500日間) 
11.6×10-8 20 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.55 (3%NaCl溶液,500日間) 

















1.01×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.44 (海岸から 30m,20年間) 




13.1×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.52 (海岸から 30m,20年間) 
【方法Ⅱ】と同じ 
4.7×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.50 (飛沫帯,６年間) 
3.5×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.50 (海中,６年間) 
竹田ら 
(56) 
2.2×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.50 (大気中,６年間) 
【方法Ⅲ】と同じ 
8.6×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.60 (3%NaCl溶液,５ヶ月間) 【方法Ⅲ】と同じ 
東ら 








































6.6×10-8 24-34 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.45(気中、20ヶ月) 
10.0×10-8 24-34 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.45(干満帯、20ヶ月) 
7.8×10-8 24-34 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.45(海中、20ヶ月) 
7.1×10-8 24-34 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.70(気中、20ヶ月) 
21.3×10-8 24-34 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.70(干満帯、20ヶ月) 
Royら 
(57) 
32.5×10-8 24-34 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.70(海中、20ヶ月) 
【方法Ⅲ】と同じ 
0.9×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.4(飛沫帯,5年間) Sand- 
bergら 
(58) 1.9×10





×10-8 常温 ｺﾝｸﾘｰﾄ,W/C=0.66(飛沫帯,8年間) 【方法Ⅲ】と同じ 
 













１月間(3%CaCl2溶液,,５月間) Colle- pardiら 
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和剤は AE 減水剤を使用した。 
 
表 3.2.1 骨材の産地および性質 





細骨材 利根川鹿島産 2.64 0.76 2.64 
粗骨材 埼玉県秩父産 2.69 0.98 － 
 
(4) 試験体 
 使用したコンクリートの配合は表 3.2.2 に示す通りである。 
 試験体は、図 3.2.3 に示すように、10cm×10cm×40cm の寸法であり、鉄筋は長さ 30cm（試
験区間は 20cm）が２本配置されている。各々の鉄筋には、両端から 5cm までの範囲に防食塗料
を塗布した。２本の鉄筋はそれぞれかぶりが 10mm および 20mm となるよう設置した。同一促進
試験期間について３体とし、合計 15 体（鉄筋は 30 本）とした。 
 
 























13 12±2.5 4±1 55 42 179 330 737 1038 0.825 
    ※混和剤は AE 減水剤（ポゾリス No.70） 
    ※※練混ぜ水は 3%NaCl 水溶液  
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(5) 測定装置 
 分極抵抗測定装置として、任意関数発生器 HB-105、ポテンショスタット HA-501G、10 チャン
ネル切替器（以上北斗電工社製）を用いた。各測定装置の制御およびデータの取り込みはパー

















































































図 3.2.7 鉄筋コンクリート塩害劣化促進試験装置 
 試験体の製作 
塩水浸漬（3% NaCl水溶液，60℃）２時間 







































































































No. 0 13 34 47 69 85 101 112
上側鉄筋 1 14.059 29.971 23.753 -10.504 -4.582 0.191 1.05 0.704
かぶり1cm 2 26.465 86.86 92.169 115.944 15.714 4.14 3.305 0.37
3 22.901 127.811 161.914 77.809 144.234 53.384 0.931 -0.143
4 0.931 58.752 85.755 89.741 44.53 80.72 2.959
5 8.984 233.945 248.609 228.884 262.862 175.615 -0.501
6 2.852 107.995 98.852 105.771 158.051 122.876 2.84
7 13.981 39.95 148.13 13.698 167.991
8 11.121 48.029 62.5 8.286 -1.11
9 17.693 22.191 529.496 9.108 -11.109
10 6.912 55.835 10.794 20.16
11 9.098 57.867 85.416 14.57




下側鉄筋 1 14.102 54.996 70.291 3.856 112.435 28.625 1.814 1.814
かぶり2cm 2 4.847 52.041 122.005 62.735 93.857 47.823 1.897 2.398
3 11.883 60.123 43.713 41.515 80.577 21.955 -1.217 1.73
4 -3.561 143.803 202.746 97.172 124.26 38.684 1.551
5 7.696 72.363 136.871 228.534 165.199 155.259 2.434
6 6.773 160.897 143.884 113.89 132.242 22.695 -0.418
7 3.823 89.982 129.111 113.33 3.961
8 13.03 32.918 68.592 31.43 29.007
9 14.055 33.987 86.96 85.171 23.828
10 2.773 21.116 190.471 148.794
11 9.585 71.818 4.243 -15.934






































































tIcorr ∆=∆⋅                                         （3.1） 
ここに、 Icorr ：腐食電流（A/cm2） 
    t∆  ：経過時間（sec） 
    Fa  ：ファラデー定数（96500 クーロン） 
    G∆  ：経過時間 t∆ における腐食減量（g/cm2） 




   t
Rp
G ∆=∆ 1α                                             （3.2） 




α   
 
 ここで、ｎ回目の分極抵抗を測定した時刻を nt 、経過時間を 
 1−−=∆ nnn ttt  )0,,3,2,1( 0 == tn L  
と表すこととし、時刻 nt において測定された分極抵抗を PTnR と表すこととする。 PTnR は経過時間








































図 3.2.11 分極抵抗と腐食減量の関係     図 3.2.12 分極抵抗と腐食面積率の関係 
 －39－
   n
PTn
n tR
G ∆⋅=∆ 1α                                          （3.3） 
   ここに、 nG∆ ：経過時間 nt∆ における腐食減量（g/cm2） 




   Nnn GGGGGG ∆++∆++∆+∆=∆= ∑ LL21  




















LLα              （3.4） 
   ここに、G ：腐食減量（g/cm2） 






















































































 試験体は、図 3.3.1 に示すように、Ｓシリーズ、Ｌシリーズの２種類製作した。Ｓシリーズは、
100mm×100mm×400mm の形状で、長さ 200mm のφ19mm 丸鋼をかぶり 20mm となるよ
うに 1 本配置している。Ｌシリーズは、Ｓシリーズと同じ断面形状で、長さが 1500mm であり、長さ
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図 3.3.1 試験体の形状・寸法 
 －42－
表 3.3.1 試験体名と腐食促進期間 






















 試験体は、表 3.3.1 に示すように、腐食促進期間毎にＳシリーズ 3 体、Ｌシリーズ１体を標準とし
た。Ｓシリーズ試験体は 24 体、Ｌシリーズ試験体は 8 体の合計 32 体製作した。 
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 Ｓシリーズ試験体の鉄筋の腐食面積率と経過時間の関係を図 3.3.5 に、腐食減量と経過時間の
































































































Ｌ－１ 29 3.04 1.07 0.72 0.13 0.09 0.17 1.62 
Ｌ－２ 62 3.20 0.13 0.00 2.31 3.72 0.13 7.50 
Ｌ－３ 91 11.10 0.08 0.03 0.08 18.87 26.15 8.02 
Ｌ－４ 122 6.35 1.11 28.95 0.00 0.00 37.56 12.51 
Ｌ－５ 157 62.83 50.02 43.12 35.22 0.00 0.00 21.47 
Ｌ－６ 180 78.17 3.27 28.14 69.99 69.01 59.05 41.08 
Ｌ－７ 192 23.48 8.32 41.21 3.94 4.35 66.07 20.48 





た（Cole-Cole プロット）。Ｓシリーズ試験体の Cole-Cole プロットの例（試験体名：S-16、測定面：















































































































































































































































































































































図 3.3.12 Ｒ１の逆数の時間積分値と腐食   図 3.3.13 Ｒ２の逆数の時間積分値と腐食
減量実測値の関係（Ｓシリーズ）          減量実測値の関係（Ｓシリーズ） 
 －49－
定値と実測値の間の相関係数は 0.85 であった。 
 また、式 2.2.16、式 2.2.17 により、腐食速度を推定し、実測値と比較した。結果を図 3.3.15 に
示す。実測値は腐食減量の変化量を経過時間で除した値とし、推定値は、実測値の算定に用い

























































































































図 3.3.16 分極抵抗の逆数と測定時の腐食面積  図 3.3.17 分極抵抗の逆数と測定時の腐食減
量率の関係                          の関係 

























































































































































































































62日 91日 122日 157日 180日
図 3.3.24 分極抵抗の逆数と測定時の腐食面積  図 3.3.25 分極抵抗の逆数と測定時の腐食
面積の関係（Ｌシリーズ）                 減量の関係（Ｌシリーズ） 
 －54－
 
図 3.3.26 インピーダンス軌跡の測定面による違いの例 
（試験体名 S-18，経過時間 4 ヶ月） 
 























































図 3.3.28 Ａ面から測定した分極抵抗から    図 3.3.29 Ｂ面から測定した分極抵抗から 




















































結果を図 3.3.28～図 3.3.30 に示す。腐食減量の推定値は実測値の 1/1.5～1/2.5 程度の値を示
している。推定値が実測値に比較して最も小さいのがＢ面であり、次にＣ面、Ａ面の順である。 
 また、式 2.2.16、式 2.2.17 により、Ａ面、Ｂ面、Ｃ面それぞれの面から測定した分極抵抗の値を
用いて推定した腐食速度と、腐食速度の実測値の比較を図 3.3.31～図 3.3.33 に示す。腐食速
度の増大傾向は追跡できているが、その値は全体的に小さい値となっている。 
 




















































図 3.3.31 Ａ面から測定した分極抵抗からの    図 3.3.32 Ｂ面から測定した分極抵抗からの 





























































表 3.3.3 各試験体の鉄筋周方向の腐食面積率の分布 
        (単位：％) 
  部位別腐食面積比率 
供試体名 1 2 3 4 5 6 7 8 
S04 0.11 0.34 7.35 13.58 40.95 31.71 4.84 1.12
S05 4.11 14.31 9.24 19.81 27.13 19.87 4.55 0.98
S06 1.81 31.25 7.98 22.31 26.84 9.06 0.37 0.37
S07 0.54 0.00 0.00 0.00 8.14 41.78 41.68 7.86
S08 0.00 2.85 16.88 2.60 4.94 38.02 27.89 6.81
S09 0.00 1.00 1.17 23.20 46.98 26.17 1.48 0.00
S10 0.00 0.28 2.69 15.11 20.29 26.00 25.05 10.59
S11 17.82 9.31 2.08 1.81 8.40 21.46 18.81 20.30
S12 0.00 0.00 1.12 14.14 31.23 21.08 19.15 13.28
S13 6.14 0.00 0.17 10.46 20.40 22.54 23.94 16.35
S14 0.00 4.81 17.13 18.63 19.97 19.23 18.25 1.96
S15 35.25 29.61 20.71 3.65 0.79 0.17 0.70 9.13
S16 10.42 6.30 3.36 13.73 17.33 16.52 17.42 14.91
S17 5.25 0.56 10.72 16.70 15.73 17.24 16.92 16.89
S18 1.45 1.26 6.33 18.07 19.95 21.54 19.64 11.77
S19 0.00 5.90 19.12 20.05 21.83 20.82 11.93 0.35
S20 6.74 11.81 15.19 15.41 15.58 15.95 13.58 5.74
S21 7.39 10.09 14.16 14.17 13.94 14.47 13.93 11.85
S22 5.03 10.95 13.94 14.69 14.39 14.30 14.67 12.04
S23 8.63 16.47 17.73 17.11 17.27 16.95 4.85 0.99
S24 4.13 4.68 13.75 17.56 16.08 18.24 15.43 10.14
合計 114.84 161.77 200.80 292.80 408.15 433.14 315.09 173.42
合計の部位 5.47 7.70 9.56 13.94 19.44 20.63 15.00 8.26









































図 3.4.1 各暴露地点の状況 
(2)試験体 
 用いた試験体は、図 3.4.2 に示すように、幅 150mm、高さ 150mm、長さ 1500mm のはりであ
る。鉄筋はφ19mm、長さ 1400mm の丸鋼（SR235）とし、上側と下側に各１本配置した。鉄筋の




 使用したコンクリートの配合を表 3.4.1 に示す。水セメント比は 54%、単位セメント量は 330kg と
した。セメントは、日本セメント（株）製（当時）の普通ポルトランドセメントを使用し、細骨材は利根
川鹿島産の川砂、粗骨材は埼玉県秩父産の砕石を使用した。骨材の性質を表 3.4.2 に示す。混
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共通材料 13 10± 2 4±1 54 42 179 330 737 1038 0.825 
沖縄材料 13 10± 2 4±1 54 42 179 330 739 1053 0.825 
     ※混和剤は AE 減水剤（ポゾリス No.70） 
 
表 3.4.2 共通材料試験体に使用した骨材の性質 
骨材の種類 産地 比重 吸水率(%) 粗粒率(%) 
細骨材 利根川鹿島産川砂 2.64 0.76 2.64 
粗骨材 埼玉県秩父産砕石 2.69 0.98 － 
 
表 3.4.3 沖縄材料試験体に使用した骨材の性質 
骨材の種類 産地 比重 吸水率(%) 粗粒率(%) 
新川産海砂 2.55 1.60 2.30 
細骨材 本部産砕砂 2.62 1.47 3.20 
混合細骨材 2.62 1.55 2.68 
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図 3.4.3 電極の設置位置と区間番号 
 －62－
②名古屋の試験体 
 名古屋の試験体は、３地点の中で最も早く劣化が進行した。約 6 ヶ月経過時に一部の試験体に
ひび割れが認められ、暴露期間が経過するに従い、ひび割れの生じた試験体数が増大し、36 ヶ
月経過時にはほとんど全ての試験体にひび割れが生じていた。 
 暴露後 12、24、36、48、60、84 ヶ月経過時に名古屋から持ち帰り、解体した試験体の外観状


















 暴露後 12、24、36、48、60、72、84 ヶ月経過時に沖縄から持ち帰り、解体した試験体の外観状






の加速が認められる。84 ヶ月後には、ひび割れおよび腐食は、平均すると試験体の 1/2 程度の
長さまで生じている。84 ヶ月後の腐食減量の平均値は 35mg/cm2 程度であり、区間毎の腐食減




 沖縄材料試験体には、36 ヶ月経過時に初めてひび割れが認められたが、鉄筋の腐食は、12 ヶ
月経過時から僅かながら認められ、その後も増加していった。 
 暴露後 12、24、36、48、60、72 ヶ月経過時に沖縄から持ち帰り、解体した試験体の外観状況と
鉄筋の腐食状況を図 3.4.7 に、腐食面積率の分布を表 3.4.7 に、腐食減量の経時変化を図
3.4.11 に示す。 
 





区間１ 区間２ 区間３ 区間４ 区間５ 区間６ 平均 
腐食減量 
（mg/cm2) 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 12 
下側 0.04 0.08 0.42 0.17 0.08 7.12 1.32 4.15 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 24 
下側 0 0 0 0 0 11.23 1.87 7.59 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 36 
下側 0 0 0 0 0 0 0 0 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 48 
下側 0 0 0 0 0 8.42 1.40 5.30 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 60 
下側 0 0 0 0 0 1.23 0.21 14.07 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 84 
下側 0 0 0 0 0 14.34 2.39 20.18 
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表 3.4.5 名古屋の試験体の腐食面積率と腐食減量 
腐食面積率（％） 暴露期
間（月） 鉄筋位置 区間１ 区間２ 区間３ 区間４ 区間５ 区間６ 平均 
腐食減量 
（mg/cm2) 
上側 0.05 0.21 1.58 29.09 0.03 1.03 5.33 5.78 12 
下側 3.60 3.22 21.02 0.04 10.53 33.79 12.03 11.59 
上側 0 13.74 25.31 12.24 13.34 0 10.77 9.21 24 
下側 0 0 22.76 52.03 21.49 33.72 21.67 24.86 
上側 5.60 0 0 0 0 0 0.93 5.54 36 
下側 0.45 0.56 18.34 4.49 49.28 74.39 24.59 40.24 
上側 19.24 15.25 0 0 27.79 100 27.05 104.58 48 
下側 100 100 34.73 27.09 100 100 76.97 231.41 
上側 88.67 90.21 100 99.16 90.51 98.47 94.50 283.69 60 
下側 81.91 89.18 57.02 66.4 100 100 82.42 194.15 
上側 100 100 100 100 100 100 100.00 754.26 84 
下側 100 100 100 100 100 100 100.00 598.04 
 
表 3.4.6 沖縄の共通試験体の腐食面積率と腐食減量 
腐食面積率（％） 暴露期
間（月） 鉄筋位置 区間１ 区間２ 区間３ 区間４ 区間５ 区間６ 平均 
腐食減量 
（mg/cm2) 
12 上・下側 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00 
24 上・下側 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00 
上側 0 0 0 0 0 0 0.00 0.00 36 
下側 0 0 0 0 13.58 3.52 2.85 8.12 
上側 0 0 0 26.13 11.03 0 6.19 7.14 48 
下側 15.52 0 6.74 0 2.31 5.26 4.97 6.74 
上側 0 0.64 39.12 47.74 19.56 0 17.84 18.45 72 
下側 0.11 56.65 34.45 10.41 0 0 16.94 26.81 
上側 0 37.68 44.72 50.27 18.97 0 25.27 34.29 84 
下側 22.44 1.56 12.30 84.58 6.76 0 21.27 31.96 
 
表 3.4.7 沖縄の沖縄材料試験体の腐食面積率と腐食減量 
腐食面積率（％） 暴露期
間（月） 鉄筋位置 区間１ 区間２ 区間３ 区間４ 区間５ 区間６ 平均 
腐食減量 
（mg/cm2) 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 12 
下側 1.44 0 0 0 0 2.31 0.63 0.07 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 24 
下側 0 0 8.98 0 0 12.74 3.62 2.87 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 36 
下側 26.65 1.98 38.12 18.24 44.22 13.82 23.84 17.48 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 48 
下側 27.69 5.53 0.06 2.82 2.08 19.28 9.58 7.44 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 60 
下側 10.09 65.44 67.90 76.85 63.88 66.04 58.37 53.90 
上側 0 0 0 0 0 0 0 0 72 
下側 64.75 91.85 92.17 100.0 79.80 5.30 72.31 73.32 
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図 3.4.4 松前試験体のひび割れと鉄筋腐食状況 図 3.4.5 名古屋試験体のひび割れと腐食状況 
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（Cole-Cole プロット）整理した。得られたインピーダンス軌跡の例として、松前の 84 ヶ月暴露試験
体の初期値、48 ヶ月後、78 ヶ月後の測定結果を図 3.4.13～図 3.4.15 に、名古屋の 84 ヶ月暴
露試験体の初期値、42 ヶ月後、78 ヶ月後の測定結果を図 3.4.16～図 3.4.18 に、沖縄の 84 ヶ
月暴露共通試験体の初期値、48 ヶ月後、84 ヶ月後の測定結果を図 3.4.19～図 3.4.21 に、沖縄


















































 図 3.4.21 沖縄 84 ヶ月暴露共通試験体の 84 ヶ月後のインピーダンス軌跡 
図 3.4.20 沖縄 84 ヶ月暴露共通試験体の 48 ヶ月後のインピーダンス軌跡
図 3.4.19 沖縄 84 ヶ月暴露共通試験体の 0 ヶ月後のインピーダンス軌跡 
 －74－
 図 3.4.24 沖縄 72 ヶ月暴露沖縄材料試験体の 72 ヶ月後のインピーダンス軌跡
図 3.4.23 沖縄 72 ヶ月暴露沖縄材料試験体の 48 ヶ月後のインピーダンス軌跡
図 3.4.22 沖縄 72 ヶ月暴露沖縄材料試験体の 0 ヶ月後のインピーダンス軌跡 
 －75－
 
図 3.4.29 沖縄 84 ヶ月暴露共通試験体の分極 図 3.4.30 沖縄 84 ヶ月暴露共通試験体の分極
抵抗の逆数の経時変化（上側鉄筋）        抵抗の逆数の経時変化（下側鉄筋） 
図 3.4.27 名古屋 84 ヶ月暴露試験体の分極   図 3.4.28 名古屋 84 ヶ月暴露試験体の分極 
抵抗の逆数の経時変化（上側鉄筋）        抵抗の逆数の経時変化（下側鉄筋） 
図 3.4.25 松前 84 ヶ月暴露試験体の分極     図 3.4.28 松前 84 ヶ月暴露試験体の分極 
抵抗の逆数の経時変化（上側鉄筋）         抵抗の逆数の経時変化（下側鉄筋）
 －76－
 
図 3.4.31 沖縄 84 ヶ月暴露沖縄材料試験体の   図 3.4.32 沖縄 84 ヶ月暴露共通試験体の 








   XY 0109.0=                                             （3.6） 






























図 3.4.33 分極抵抗の逆数の時間積分値と腐食減量の実測値の関係 
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極抵抗の逆数と腐食速度の比例定数が上記の 0.0109 よりも大きい可能性を示している。 




Ｍのアノード反応は一般に式（3.7）で表され、カソード反応は酸化体を XO 、還元体を edR として、
便宜上、式（3.8）のように表される。 
     enMM n 11 +→                                          （3.7） 
edX RenO →+ 2                                           （3.8） 
 一般に、電気化学反応の速度は電流で、反応の駆動力の指標は電位で表される。両反応が電
荷移動に律速される場合には、電極反応速度論から、電流（腐食電流 corrI ）と分極抵抗 pR の関
係は、次式で表される９）。 
   
p
accorr R
KI 1=                                             （3.9） 
   ( ){ }φ2211 1
1
nana
Kac −+=  
RT
F=φ      


























図 3.4.34 ひび割れの有無に着目した時間積分値と腐食量の関係 
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Ka =  
 すなわち、アノード反応の機構が同じであれば、分極抵抗の逆数から腐食電流を算出するため









=                                         （3.11） 











=                                      （3.12） 
となり、比例定数α は、 

















=                                          （3.14） 
となり、比例定数は、 




















用い、発生後はα =0.0109 を用いて、腐食減量を推定した。α =0.0109 のみを用いた場合の腐
食減量の推定値と実測値の関係を図 3.4.35 に、ひび割れ発生前まではα =0.0337 を用いた場
合の腐食減量の推定値と実測値の関係を図 3.4.36 に示す。全てのデータを比較すると、ひび割
れ前後でα の値を変えた影響は顕著には現れず、両者ともに良好に腐食減量を推定できている。

















指摘している。本研究で得られた K 値も温度の影響により大きな値となったと考えられる。横田 11)
は、70℃の海水中に 3.5 日間、15℃RH60%の気中に 3.5 日間の繰り返し試験の結果から































































ａ）全データ                ｂ）10mg/cm2 以下のデータ 






































ａ）全データ                ｂ）10mg/cm2 以下のデータ 



























12ヶ月暴露 24ヶ月暴露 36ヶ月暴露 48ヶ月暴露 60ヶ月暴露 84ヶ月暴露




















12ヶ月暴露 24ヶ月暴露 36ヶ月暴露 48ヶ月暴露 60ヶ月暴露 84ヶ月暴露





























12ヶ月暴露 24ヶ月暴露 36ヶ月暴露 48ヶ月暴露 60ヶ月暴露 84ヶ月暴露
データ無し






















12ヶ月暴露 24ヶ月暴露 36ヶ月暴露 48ヶ月暴露 60ヶ月暴露 84ヶ月
暴露



























12ヶ月暴露 24ヶ月暴露 36ヶ月暴露 48ヶ月暴露 72ヶ月暴露 84ヶ月暴露





















12ヶ月暴露 24ヶ月暴露 36ヶ月暴露 48ヶ月暴露 72ヶ月暴露 84ヶ月暴露
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 試験体は、図 4.2.1 に示すように、縦 10cm、横 40cm、高さ 10cm の形状であり、内部に長さ 20cm
のφ19mm 丸鋼鉄筋（SR235）、対極、参照電極を配置した。鉄筋のかぶりは 20mm であり、対極
と鉄筋との距離は約 10mm である。使用したコンクリートの配合は表 4.2.1 に示す通りである。セメ
ントは普通ポルトランドセメント（日本セメント製）を用いた。細骨材は利根川鹿島産の川砂（比重：
2.64、吸水率：0.76%、粗粒率：2.64）、粗骨材は埼玉県秩父産の砕石（比重：2.69、吸水率：
0.98%）を用いた。混和剤は AE 減水材として日曹マスタービルダーズ製ポゾリス No.70 を使用し、
セメント重量に対して 0.25%混入した。練混ぜ水として塩水を用いて、コンクリートに予め NaCl を
混入した。混入量はコンクリート中の塩化物イオン量で 1.5kg/m3 および 6.0kg/m3 の２種類である。
試験体は打設１日後に脱型し、20℃の水中で４週間の養生を行った。養生後の試験体を恒温恒












 測定されたインピーダンスの Cole-Cole プロットの例を図 4.2.2～図 4.2.3 に示す。低周波数側に
半円状の軌跡が現れており、インピーダンスを良好に測定できていると判断できる。塩化物イオン






表 4.2.1 コンクリートの配合 
粗骨材の
最大寸法



























   S = ∑⊿Sn (n=1･･･N)                                      (4.2.1) 
   ⊿Sn = (1/Rtn +1/Rtn-1)(tn-tn-1)/2 
   ここに、S  ：分極抵抗の時間積分値（1/Ω/cm2/sec） 
       ⊿Sn：時刻 tn-1 から時刻 tn までの間の分極抵抗の逆数の時間積分値 
            （1/Ω/cm2/sec） 
       Rtn ：時刻 tn に測定された分極抵抗（Ωcm2） 
       tn ：ｎ回目の測定時刻（sec） 
       N ：最大測定回数 
 
 図 4.2.4 に示すように、分極抵抗の逆数の時間積分値と腐食量に線形関係が認められる。したが
って、本研究の方法により、分極抵抗を精度良く測定でき、腐食速度を推定することができると考
えられる。 
図 4.2.2 測定されたインピーダンス軌跡の例  図 4.2.3 測定されたインピーダンス軌跡の例
（塩化物イオン濃度 1.5kg/m3）           （塩化物イオン濃度 6.0kg/m3） 
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に 10kg/m3 を最大値とした。かぶりは、土木学会コンクリート標準示方書設計編［平成 8 年制定］
を参考に、10cmまでとした。相対湿度は我が国の各地の月別平年相対湿度(1961年～1990年の
平均値)の年平均が 64%～80%であること 5）を参考に相対湿度 60%および 80%の２種類に設定し
た。 
 
表 4.3.1 腐食速度評価実験の要因 




            *)混入塩化物イオン量はかぶり 2cm の場合 6kg/m3、 

























端に小さいものとなることもないと考え、水セメント比は 55%の１種類とし、単位セメント量は 330kg 
m３とした。粗骨材の最大寸法は、実験に用いた試験体の最小かぶりおよび埋め込んだ対極の間




ールエポキシ塗布を３回行い（この期間 20 日間）、その後、試験に供した。 
 試験終了時（材令 18 ヶ月）のコンクリートの圧縮強度は、塩化物イオン濃度 2、4、6、8、10kg/m3





























































































図 4.3.2 腐食速度評価実験の工程 
 －98－
物イオン量 4kg/m３の 2 体および塩化物イオン量 6kg/m3 の 3 体、かぶり 5cm の塩化物イオン量
8kg/m3 の 3 体、相対湿度 80%ではかぶり 2cm の塩化物イオン量 6kg/m3 の 2 体、かぶり 5cm の塩















の検討では本実験で得られた 0.0337 を用いて次式により、腐食速度を算出することとした。 
  Vcorr = 0.0337(1/Rp)                                        (4.3.1) 
   ここに、Vcorr ：腐食速度（mg/cm2/sec），Rp  ：分極抵抗（Ω･cm2） 






















































































































































































































































































































































































図 4.3.5 コンクリート抵抗の逆数の経時変化 
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 y = 32.7 x - 7.83
ＣＬ6kg回帰直線
 y = 24.7 x - 6.91
ＣＬ8kg回帰直線
 y = 31.8 x - 6.60
ＣＬ2kg回帰直線
 y = 40.0 x - 9.10
ＣＬ10kg回帰直線




















































図 4.4.2 傾きを固定したコンクリート抵抗の逆数と腐食速度の関係の直線回帰結果 




































































   Y = 0.457･C － 9.79  (C≦6.89kg/m3)                            (4.4.1) 
   Y = 6.64         (C≦6.89kg/m3)  
   ここに、Y：コンクリート抵抗の逆数がゼロの時の腐食速度の対数値 





   logVcorr = 33.1･(RRc）－Y  （1/Rc≦0.04）                          (4.4.2) 











   logVcorr = 33.1×0.04－Y  （1/Rc≧0.04）                           (4.4.3) 
 




 鉄筋近傍のコンクリート抵抗の逆数の対数値（log RRc）は、図 4.4.5 に示すように、経過時間の正
の平方根（√ｔ）と線形関係が認められ、塩化物イオン濃度の影響は小さい。そこで、塩化物イオ
ン濃度の影響を無視し、先ず、同一のかぶりおよび相対湿度毎に log RRc と√ｔの関係を式(4.4.4)
に示すような線形関係として近似した。得られた直線を図 4.4.5 中に点線で示す。 
 
   log((RRc) Ｌ，Ｈ)  = ＡＬ，Ｈ＋ＢＬ，Ｈ√ｔ                                (4.4.4) 
   ここに、(RRc) Ｌ，Ｈ：かぶりＬおよび相対湿度 H におけるコンクリート抵抗の逆数 
           （１／Ω） 
       ｔ   ：経過日数（日） 
       ＡＬ，Ｈ、ＢＬ，Ｈ：かぶりＬおよび相対湿度Ｈにおける定数 
       Ｌ   ：かぶり（cm） 
       Ｈ   ：相対湿度（%） 
 





   log((RRc) Ｌ，Ｈ)= Ａ＋ＢＬ，Ｈ√ｔ                                   (4.4.5) 
   ここに、(RRc) Ｌ，Ｈ：かぶりＬおよび相対湿度Ｈにおけるコンクリート抵抗の逆数 
            （１／Ω） 
       ｔ   ：経過日数（日） 
       Ａ   ：定数（=-1.216 (log(1/Ω))） 















































































































































 近似結果を図 4.4.5 中に実線で示す。得られたＢＬ，Ｈの値は、図 4.4.6 に示すように、かぶりが小
さい程、相対湿度が小さい程絶対値が大きい値となる。さらに、このＢＬ, Ｈの値をかぶりＬおよび相
対湿度Ｈを変数とした線形関数として近似した。得られた結果を式(4.4.6)に、相対湿度 60%およ
び 80%の場合の近似直線の例を図 4.4.6 中に実線および点線で示す。 
 
   ＢＬ，Ｈ =Ｂ０＋ＢＬ・ｃ＋ＢＨ・ｈ                                     (4.4.6) 
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図 4.5.1 暴露試験体の設置状況          図 4.5.2 暴露試験体の形状 
 
 











応じて０日に戻す。例えば降雨間隔が７日であれば、式 4.4.5 における経過日数は 0、1、2、3、4、
5、6 日の繰り返しとする。 
 3)那覇における日降水量 10mm 以上、30mm 以上、50mm 以上、100mm 以上の日数はそれぞ
れ 125.8 日、50.1 日、19.2 日、9.5 日、2.6 日１９）であり、これを参考に降雨間隔をそれぞれ３日、7
日、19 日、38 日、140 日と定めた。 
 
 
















































いると考えられる。降雨間隔が 3 日～19 日の範囲では計算値はほとんど同じ値であった。これは
コンクリートがほぼ飽水状態と評価されたためである。また、降雨間隔が 38日以上の範囲（日降水
































































































させる項目は表 4.6.1 に示すように、塩化物イオン濃度、水セメント比、かぶりの３項目とした。 
 
表 4.6.1 基本ケースと検討に用いた値の一覧 
項 目 基本ケース 検討に用いた値 
塩化物イオン濃度(kg/m3) 4 2，4，6，8，10 
水セメント比(%) 55 40，45，50，55，60 
かぶり(cm) 6 2，4，6，8，10 
鉄筋径(mm) 19 － 
酸素の拡散係数（m2/sec） 2×10-8 － 
コンクリートの含水率（飽和度%) 60 － 
温度（℃） 20 － 
湿度(%) 70 － 
酸素濃度(%) 20 － 
乾燥日数（降雨間隔）（日） 0 － 
アノードとカソードの面積比 C/A






 図 4.6.1 に各評価方法による計算結果を示す。各方法ともに、塩化物イオン濃度の増大により、
腐食速度が大きく増大する結果となった。なかでも、本研究の方法が最も増大の割合が大きい。
各評価方法の基となる実験における塩化物イオン濃度の範囲（森永らの 3.4kg/m3以下、桝田らの







































































     a) 森永ら，桝田ら，鳥取らと本研究の方法          b) 関らの方法  













































ａ）森永ら，桝田ら，鳥取らと本研究の方法          ｂ）関らの方法 
















































ａ）森永ら，桝田ら，鳥取らと本研究の方法          ｂ）関らの方法 














（２） コンクリートの塩化物イオン濃度（2、4、6、8、10kg/m3 の５種類）とかぶり（2、5、10cm の３種
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7) 関博・宮田克二・北峯博司・金子雄一：比抵抗によるコンクリートの緻密性に関する実験的一考




























































および安全弁を設置した。保温のため各セルを断熱材(約 5cm 厚)で覆った。 
 
 




    











置の概要を図 5.2.3～図 5.2.4 に示す。 
  
図 5.2.3 浸漬方式塩分拡散試験装置（左：正面、右：裏面） 
 －123－
（単位：mm） 














図 5.2.5 拡散セル方式試験方法の概要 
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表 5.2.1 拡散セル方式によるコンクリートの塩分拡散試験の試験要因 
要 因 水 準 
温度（℃） 65 90 
水セメント比(%) 50 40, 50, 60 
 
試験条件は次の通りである。 
・使用溶液：塩水側セル 10%NaCl 水溶液、真水側セル 飽和 Ca(OH)２水溶液 
・昇温速度：10℃/1 時間， ・骨材寸法：最大寸法 20mm 
・試験体寸法：高さ 50mm×直径 200mm 
試験体は、円柱形（直径 200mm，高さ 150mm）に打設した後、両端部分を切り取り、両端面を研磨して




用材料を表 5.2.2～表 5.2.3 に示す。セメントは普通ポルトランドセメント（日本セメント社製）を用いた。 
 
表 5.2.2 コンクリートの配合 























配合Ⅰ 10±2 4.5±1 40 53.3 20 420 168 911 805 6.72 0.400
配合Ⅱ 10±2 4.5±1 50 53.4 20 320 160 968 853 3.424 0.400
配合Ⅲ 10±2 4.5±1 60 53.5 20 267 160 992 874 2.857 0.400
                                  *混和剤はポゾリス No.70を使用 
 
表 5.2.3 骨材の性質 
骨材の種類 産地 比重 吸水率(%) 粗粒率(%) 
細骨材 大井川産 2.60 1.56 2.76 

























 透過した塩化物イオンの総量を次式により求め整理した。結果を図 5.2.6～図 5.2.9 に示す。 










∆+=                                      (5.2.1) 
   ここに、 nQ ：真水側に透過した全塩化物イオン量， 
        nC ：第ｎ回目に採取した溶液の塩化物イオン濃度， 
        V∆ ：採取した溶液量，  
        V ：真水側の溶液量 
 




   
AC
laD ⋅∆
⋅=                                               (5.2.2) 
   ここに、D ：塩化物イオンの拡散係数（cm2/sec)， 
       a ：単位時間あたりの透過塩化物イオン量(g/sec) 
       l ：試験体の厚さ(=5.0cm) 
      C∆ ：塩水側セルの塩化物イオン濃度（=0.0607g/cm3） 



















図 5.2.6 透過塩化物イオン総量と経過時間     図 5.2.7 透過塩化物イオン総量と経過時間 
の関係（W/C=40%，90℃）                    の関係（W/C=50%，90℃） 
図 5.2.8 透過塩化物イオン総量と経過時間     図 5.2.9 透過塩化物イオン総量と経過時間 

















































































































y = -2.370 x + 0.511
y = -1.776 x - 0.938
y = -1.800 x - 0.656
































図 5.2.11 拡散係数と温度の関係（浸漬方式全データ，拡散セル方式の W/C=50%） 
 
図 5.2.12 試験後の試験体の塩分濃度分布        図 5.2.13 試験後の試験体の塩分濃度分布 
（水セメント比 50%，温度 90℃）                  （水セメント比 60%，温度 90℃） 

















































































試料として用いた。試験要因は表 5.2.4 に示す通りである。 
 
表 5.2.4 浸漬方式によるコンクリートの塩分拡散試験の試験要因 
W/C   温度 （℃）  
(%) 25 45 65 80 90 
40 ○ － ○ － ○ 
50 ○ ○ ○ ○ ○ 
60 ○ － ○ － ○ 
 ○試験実施 
試験条件は次に示すとおりである。 
・使用溶液：10%NaCl 溶液    
・昇温速度：10℃/1 時間 
・骨材寸法：最大寸法 20mm 
・試験体寸法：高さ 100mm×直径 150mm 
塩分濃度分布は，乾式カッターを用いて分析用試料の端面から 50mm 深さまで，5mm 間隔でスラ
イスし，各スライス片の試験温度における可溶性塩分量を測定した。なお、塩分濃度分布計測におい
ては、各スライス片を 149μm ふるい残量が 1g 未満となるまで粉砕した後、5g を計り取り、25g の純水













試験結果を図 5.2.17～図 5.2.27 に示す。塩分濃度の深さ方向分布から、正規確率紙を用いて、拡
散係数を算出した。算出方法は次に示す通りである。 
 塩分の浸透は、濃度差拡散の支配方程式である次式の Fick の第２法則に従うとされている。 









                                                       (5.2.3) 
 ここに、C ：塩分濃度，t ：時間， x ：表面からの距離，D ：拡散係数 
 上式の初期条件： ( ) 00, =xC ，境界条件： ( ) .,0 0 cnstCtC ==  
における解は次式となる。 






1, 0                                                        (5.2.4) 
 ここに、 )(uerf ：ガウスの誤差関数 
 一方、標準正規分布の分布関数は、次式により表される。 






































⎛Φ                                                              (5.2.8) 





















D =  A exp(-Ea/RT)                                            (5.2.9) 
ここに、D：拡散係数、A：頻度因子、Ea：活性化エネルギー、R：気体定数、T：絶対温度である。 
温度 T1、T2 における拡散係数をそれぞれ D1、D2 とすると、次式が成り立つ。 
 ln（D1/D2） = -Ea（1/T1－1/T2）/R                                   (5.2.10) 
すなわち、活性化エネルギーは次式により表され、拡散係数の対数値を縦軸とし、絶対温度の逆数
を横軸としたグラフの傾きに（－2.30R）を乗じた値として得られる。 
Ea = －R×（ln D1－ln D2）／（1/T1－1/T2)                           (5.2.11) 
   =－2.30×R×（log D1－log D2）／（1/T1－1/T2) 
 ここに、Ea：活性化エネルギー（kJ/mol） 
      R：気体定数（＝8.31432kJ/mol/K） 
 

































































図 5.2.17 塩化物イオン濃度の深さ方向分布       図 5.2.18 塩化物イオン濃度の深さ方分布 





















































図 5.2.19 塩化物イオン濃度の深さ方向分布      図 5.2.20 塩化物イオン濃度の深さ方向分布 





















































図 5.2.21 塩化物イオン濃度の深さ方向分布      図 5.2.22 塩化物イオン濃度の深さ方向分布 























































図 5.2.23 塩化物イオン濃度の深さ方向分布     図 5.2.24 塩化物イオン濃度の深さ方向分布 























































図 5.2.25 塩化物イオン濃度の深さ方向分布    図 5.2.26 塩化物イオン濃度の深さ方向分布 




























図 5.2.27 塩化物イオン濃度の深さ方向分布         
      （90℃，W/C=60％）                   
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表 5.2.5 活性化エネルギーの計算値 
試験方式 水セメント比 活性化エネルギ  ー
 （％） （kJ/mol） 
浸漬方式 40 46.0 
 50 34.5 
 60 34.9 







































図 5.2.28 表面塩分濃度を考慮して補正した拡散セル方式の拡散係数（W/C=50%） 
表 5.2.6 拡散セル方式試験体の表面塩分濃度 
温度（℃） W/C（％） 表面濃度（kg/m３） 
65 50 8.24，5.95，7.90，8.59 








 BXAY +⋅−=)log( ， 10001 ⋅=
T
X                                  （5.2.12） 
ここに，Y：拡散係数（cm2/sec） 
T：絶対温度（K） 







































































図 5.3.1 限界塩分濃度評価試験に用いる試験体の形状 
 
表 5.3.2 高温限界塩分評価予備試験の計測項目及び方法 
項 目 方 法 
鉄筋の腐食面積  鉄筋の腐食部分をトレースし、プラニメータにより面積を測定する。 
鉄筋の腐食減量  JCI-SC1 に準拠し、腐食生成物を除去した鉄筋の質量を測定する。 
ｺﾝｸﾘｰﾄ中の全塩分量  JCI-SC4 に準拠し、電位差滴定法により全塩分量を測定する。 
ｺﾝｸﾘｰﾄ中の可溶性塩分量  JCI-SC4 に準拠し、電位差滴定法により可溶性塩分量を測定する。
ただし、溶出温度は、試験温度（65℃、90℃）と同一温度＊）とする。 
*)試験温度における可溶性塩分量を測定するため、溶出温度を試験温度と同一温度とした。 
   要因     水準 
温度（℃） 65, 90 
水セメント比(%) 40, 50, 60 






















































































図 5.3.3 腐食面積率と全塩分量の関係     図 5.3.4 腐食面積率と可溶性塩分量の関係 



































図 5.3.5 腐食面積率と全塩分量の関係     図 5.3.6 腐食面積率と可溶性塩分量の関係 













































図 5.3.7 腐食面積率と全塩分量の関係     図 5.3.8 腐食面積率と可溶性塩分量の関係 









65℃，90℃の各温度における腐食発生率と全塩分濃度の関係を図 5.3.13～図 5.3.14 に示す。また、
温度と限界塩分濃度の関係を図 5.3.15 に示す。90℃における限界塩分濃度は 65℃の場合よりも大き
い。温度が高くなると一般に腐食速度が増大するため、限界塩分濃度が小さくなることも予想されたが、
65℃における限界塩分濃度は約 1.2kg/m3 と常温と同程度、90℃では約 1.6kg/m3 と常温よりも大きな
値となった。今回の実験では、温度により限界塩分濃度が低下する可能性は小さいと考えられる。 
北後らは、60℃の環境条件において限界塩分濃度の検討を行い、［Cl-］／［OH-］が 1.0 以上であれ
ば、鉄筋は腐食しないと報告している 8)。本研究ではコンクリートの pH の測定を行ってはいないが、通
常のコンクリートの pH=12.5 を用いると、限界塩分濃度は 0.25kg/m3 程度となる。仮に、コンクリートの
pH が 13.4 まで増大すると、限界塩分濃度は約 1.5kg/m3となる。しかし、細孔溶液中の水酸化カルシ
ウムの溶解度は温度の上昇により低下することから、温度の上昇によりpHが高くなる可能性は小さいと
































































 図 5.3.9 2.5 ヶ月における腐食発生      図 5.3.12 試験期間と限界塩分濃度の 





































図 5.3.10 5.0 ヶ月における腐食発生率        図 5.3.13  90℃における腐食発生率と 






































     図 5.3.11 11.0 ヶ月における腐食発生率    図 5.3.14  65℃における腐食発生率と 













































図 5.3.15 温度と限界塩分濃度の関係   図 5.3.18 水セメント比 60%の腐食発生率と 












































     図 5.3.16 水セメント比 40％の腐食発生率と       図 5.3.19 水セメント比と限界塩分濃度の関係 







































      図 5.3.17 水セメント比 50%の腐食発生率と     図 5.3.20 水セメント比と限界塩分濃度の関係 


































 なお、本章の一部は、経済産業省からの委託研究の成果 9)の一部である。 
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表 6.2.1 コンクリート表面の塩化物イオン濃度 C０（kg/m3） 
飛沫帯 海岸からの距離（km） 
 汀線付近 0.1 0.25 0.5 1.0 



































     1ogDＣｌ＝4.5 (W/C ) 
2 ＋ 0.14 (W/C ) - 8.47                                         (6.2.1) 
      ここに、ＤCｌ：塩化物イオン拡散係数（cm2/sec），W/C：水セメント比 
 BXAD +⋅−=)log( ， 10001 ⋅=
T
X                                                (6.2.2) 
設計条件の設定 
鉄筋の腐食進行の評価 
環境条件 構造物の諸元 予定供用期間 
































o ⋅−=    ，  erf (s) =
2
1 2π e0












logVcorr = 33.1･(RRc）＋Y      （RRc≦0.04） 
logVcorr = 33.1×0.04  ＋Y       (RRc≧0.04） 
         Y=0.457･C－9.79     (C≦6.89kg/m3) 
         Y = －6.64          (C≧6.89kg/m3)                                          （6.2.4) 
       ただし、C<1.20kg/m3の場合は、Vcorr = 0とする。 
ここに、Vcorr：腐食速度（mg/cm2/sec） 
            RRc：コンクリート抵抗の逆数（1/Ω） 
            Y：コンクリート抵抗の逆数がゼロの時の腐食速度の対数値 
            C：鉄筋位置における塩化物イオン濃度（kg/m3） 
 
log((RRc) Ｌ，Ｈ)= Ａ＋ＢＬ，Ｈ dt        
    ＢＬ，Ｈ＝－0.07744＋0.00180・Ｌ＋0.00037・Ｈ                                       （6.2.5) 
ここに，(RRc) Ｌ，Ｈ：かぶりＬおよび相対湿度Ｈにおけるコンクリート抵抗の逆数（1/Ω） 
 －147－
             ｔd：降雨からの経過日数（日） 
             Ａ：定数（=－1.216 (log(1/Ω))) 
             ＢＬ，Ｈ ：かぶりＬおよび相対湿度Ｈにおける定数（log(1/Ω)/√日） 
             Ｌ：かぶり（cm） 






      ∫= T corrd dtVW
0
                                                          （6.2.6） 









   Wlim≒10･(L/d)                                                          （6.2.7） 
































































により拡散係数 D を算出する。 
tDCl2
1














o ⋅−=    ，  erf (s) =
2
1 2π e0











RRc = （logVcorr －Y）／33.1 
         Y=0.457･C－9.79     (C≦6.89kg/m3) 
         Y = －6.64          (C≧6.89kg/m3)                                            （6.2.11) 
      ただし、RRc≧0.04の場合は、RRc＝0.04とする。 
       ここに、Vcorr：腐食速度（mg/cm2/sec） 
            RRc：コンクリート抵抗の逆数（1/Ω） 
            Y：コンクリート抵抗の逆数がゼロの時の腐食速度の対数値 









logVcorr = 33.1･(RRc）＋Y      （RRc≦0.04） 
logVcorr = 33.1×0.04  ＋Y       (RRc≧0.04） 
         Y=0.457･C－9.79     (C≦6.89kg/m3) 
         Y = －6.64          (C≧6.89kg/m3)                                             （6.2.12) 
       ここに、Vcorr：腐食速度（mg/cm2/sec） 
            RRc：コンクリート抵抗の逆数（1/Ω）（一定） 
            Y：コンクリート抵抗の逆数がゼロの時の腐食速度の対数値 




での各経過年 Tm時の鉄筋腐食量 Wmを求める。 




                                            （6.2.13） 




   Wlim≒10･(L/d)                                                     （6.2.14） 




















 設計条件を表 6.3.1 のように設定する。温度、水セメント比、かぶりについては、変化した場合の影響を
調べるために複数の値を設定した。 
 
表 6.3.1 設計条件 



















じて、表 6.3.2 のように求められる。 
 
表 6.3.2 塩化物イオン拡散係数  （単位：cm2/sec） 
水セメント比（％）  
40 50 60 
20 2.03×10-8 5.35×10-8 1.73×10-7 
45 8.22×10-8 1.73×10-7 5.60×10-7 温度 
（℃） 65 2.17×10-7 3.90×10-7 1.26×10-6 
 
(c) 鉄筋位置塩化物イオン濃度の経時変化評価 




より求められる。計算結果の例を図 6.3.7～図 6.3.9 に示す。 
 
(e) 設計耐用期間終了時の鉄筋腐食量の評価 
腐食速度を式(6.2.6)により設計耐用期間で時間積分すると、表 6.3.3～表 6.3.4 のように求められる。 
 
表 6.3.3 かぶり 5cm の場合の設計耐用期間（４０年）終了時の鉄筋腐食量 （単位：mg/cm2） 
水セメント比（％）  
40 50 60 
20 4.58 16.56 32.61 
45 22.28 32.61 48.26 温度 
（℃） 65 35.76 43.67 57.44 
 
表 6.3.4 かぶり 10cm の場合の設計耐用期間（４０年）終了時の鉄筋腐食量 （単位：mg/cm2） 
水セメント比（％）  
40 50 60 
20 0 0 15.70 
45 5.37 15.70 33.66 温度 






























































図 6.3.1 鉄筋位置の塩分濃度の経時変化    図 6.3.2 鉄筋位置の塩分濃度の経時変化 

























































図 6.3.3 鉄筋位置の塩分濃度の経時変化    図 6.3.4 鉄筋位置の塩分濃度の経時変化 

























































図 6.3.5 鉄筋位置の塩分濃度の経時変化    図 6.3.6 鉄筋位置の塩分濃度の経時変化 






































































図 6.3.9 鉄筋の腐食速度の経時変化の評価例（温度の影響） 
 
(4) ひび割れ発生限界腐食量 
 ひび割れ発生限界腐食量は、式(6.2.7)より、表 6.3.5 のように求められる。 
 




























40 4.58 OK 
50 16.56 OK 20 
60 32.61 NG 
40 22.28 OK 
50 32.61 NG 45 
60 48.26 NG 
40 35.76 NG 






40 0 OK 
50 0 OK 20 
60 15.70 OK 
40 5.37 OK 
50 15.70 OK 45 
60 33.66 OK 
40 19.00 OK 











 構造物の詳細点検（調査）により、表 6.3.7～表 6.3.8 に示すようなデータが得られたと仮定する。 
 
表 6.3.7 詳細点検（調査）により得られた塩化物イオン濃度のデータの例 
表面からの距離
(cm) 0.5 1.5 2.5 3.5 4.5 6.5 8.5 10.5 14.5 
塩化物イオン濃度
(kg/m3) 7.2 6.1 5.4 4.9 4.3 3.3 2.4 1.7 0.7 
 
表 6.3.8 詳細点検（調査）により得られたデータの例 
















勾配から式(6.2.9)を用いて、拡散係数は 4.86×10-8cm2/sec と算出される。 




























図 6.3.10 塩化物イオンの深さ方向分布の正規確率紙上への表示 
 









































逆数は 0.0393 と評価される。 
 
(d) 鉄筋の腐食速度の経時変化の評価 






















図 6.3.12 維持管理における鉄筋腐食速度の経年変化の評価結果 
 
(e) 鉄筋の腐食量の経時変化の評価 



























 鉄筋の腐食量がひび割れ発生限界腐食量を超えるのは、図 6.3.13 より、供用開始後 37.5 年である。
評価時点の経過年数 25 年を引いて、ひび割れ発生時期は Tc=12.5 年後と求められる。 
 
(4) 照査 

































1) 平成 11 年版 コンクリート標準示方書「施工編」－耐久性照査型－，土木学会，2000 
2) 平成 11 年版 コンクリート標準示方書「施工編」－耐久性照査型－改訂資料，土木学会，2000 
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